
第１号議案 

平成２３年度 中間市一般会計補正予算（第４号） 

 平成２３年度中間市の一般会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１５１，８００千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１７，２００，７００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「 第１表歳入歳出予算補正 」

による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することのできる経費は、 

「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

  平成２４年３月６日提出 

中間市長  松下 俊男 
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８ 土 木 費 ２ 道路橋りょう費 岩瀬三丁目地内排水整備事業 ６，０００

９ 消 防 費 １ 消 防 費 全国瞬時警報システム（J-ALERT）整備事業 １，９７４

１０教 育 費 ２ 小 学 校 費 中 間 西 小 学 校 ト イ レ 改 修 事 業 １５，７４７

１０教 育 費 ２ 小 学 校 費 中間南小学校校舎及び屋内運動場耐震補強事業 １０８，５９６

１０教 育 費 ３ 中 学 校 費 中間南中学校トイレ改修事業 １５，０００

単位：千円

第 ２ 表 繰 　越 　明 許 費

事 業 名款 項 金 額
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第 ３ 表  債 務 負 担 行 為 補 正

（追 加）                                                  単位：千円

事    項 期    間 限    度    額

七重団地南側法面整備事業
自 平成２３年度

至 平成２４年度
９０，０００
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（追　　加）

起　債　の　目　的

全国瞬時警報システム整備事業

計

（変　　更）

起　債　の　目　的 限　度　額 利　　率 限　度　額
起債の
方　法

利  率

国 土 保 全 対 策 事 業 11,500 10,600 証書貸借

仮 屋 大 膳 橋 線 街 路 事 業 62,500 34,400 又 は

都市公園安全安心対策緊急総合支援事業 45,300 30,800 証券発行

街 並 み 整 備 事 業 80,100 66,200

二タ股東中牟田線道路改良事業 25,300 23,100

御座ノ瀬中ノ谷線バイパス事業 17,200 6,800

通谷団地７４号線歩道改良事業 1,900 3,300

橋りょう長寿命化計画策定事業 1,400 1,200

東 中 間 深 坂 線 道 路 改 良 事 業 9,500 8,100

防 火 水 槽 設 置 事 業 12,500 7,100

中間小学校学童保育所整備事業 3,900 3,000

中間東小学校トイレ改修事業 3,000 0

中央公民館調理実習台設置事業 2,600 0

計 1,073,893 991,793

借入先の定める条件によるものとする。ただし、据置期間及び
償還期限を短縮し、若しくは繰上げ償還又は低利に借換えする
ことができる。

５.０％以
内。ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる公
的資金に
ついて、
利率の見
直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率。

又 は

借入先の定
める条件に
よるものと
する。ただ
し、据置期
間及び償還
期限を短縮
し、若しく
は繰上げ償
還又は低利
に借換えす
ることがで
きる。

二タ股東中牟田線道路改良事業

起　債　の　目　的

都市公園安全安心対策緊急総合支援事業

又は

仮 屋 大 膳 橋 線 街 路 事 業

国 土 保 全 対 策 事 業５.０％以
内。ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる公
的資金に
ついて、
利率の見
直しを
行った後
において
は、当該
見直し後
の利率。

借入先の定
める条件に
よるものと
する。ただ
し、据置期
間及び償還
期限を短縮
し、若しく
は繰上げ償
還又は低利
に借換えす
ることがで
きる。

街 並 み 整 備 事 業

証書貸借

証券発行

御座ノ瀬中ノ谷線バイパス事業

起債の
方　法

900

証券発行

起 債 の 方　法

補　　　　　　　　正　　　　　　　　前

償還の方法

900 ５.０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる公的資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率。

証書貸借

限　度　額

償還の方法

補　　　　正　　　　後

計

第　４　表　　　地　　方　　債　　補　　正

単位：千円

単位：千円

償　  還 　 の    方  　法利　　率

通谷団地７４号線歩道改良事業

中間小学校学童保育所整備事業

中央公民館調理実習台設置事業

橋りょう長寿命化計画策定事業

東中間深坂線道路改良事業

防 火 水 槽 設 置 事 業

中間東小学校トイレ改修事業
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その他の
特 別 職

その他の
特 別 職

その他の
特 別 職

( 40 )
303

( 40 )
303

( )

（　　）は再任用職員の人数
　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

管 理 職 指 定 勤 務 管理職員特
手 当 手 当 別勤務手当

補正後 24,275 6,305 100
補正前 24,337 6,305 100
比 較 △62

4,994

(2.95月分)
26,021

4,994

(2.95月分)
26,021

(2.95月分)

通勤手当

△11,412

住居手当

△1,346

△8,622

　　（１）　　　総 括

△2,790

職員手当 地域手当扶養手当

617,145

1,862,624

職 員 手 当

608,523 338,250

宿 日 直
手 当

103,782

1,124

△1,312

△80△1,560

△5,179

437,746
△2,680

休 日勤務

19,970
△3,650

16,320

1,364

190,464

△240

49,745

△1,346

190,482

33,119

1,656

86,172

3,557

１．　　特 別 職

1

19

603

区 分 職 員 数

(人）

議員

41,565

計給 料

7,440 51,109

16,318

期 末 手 当
年間支給率 

(月分）

給 与 費

21,312

118,061

40,201

132,241

2,104
(2.95月分)

23,758

△1,346

92,040

計

長等

25,104

23,313
23,413
△100△80

10,966
47,65011,046

給 与 費 明 細 書

△1,090

1,416

報 酬

7,440

92,040

1,364

603

計 133,605

議員

△1

長等

議員

1,364

２．　　一 般 職

補 正 前

職員数(人）

623

比　較

補正後

長等

624

19

比 較

給 与 費

補正前

1,254,101

給 料

1,256,891

補 正 後

計

1,874,036

計

△410

2

△1

の 内 訳
42,706
42,296

区 分

区 分

84,842

17,664 22,658

33,119

(2.95月分)

2,104
(2.95月分)

118,061 80,959

共 済 費

44,970

共 済 費

80,959

2,467

手 当

退職手当組合負担金

△1,330

391,464

手 当
期末 勤勉

26,215

199,020

51,401

276,636

321,717

18

401,764

2,592,338

2,597,517

3,862

16,533

合 計

手 当

10

夜 間 勤務時間外勤務
手 当

436,186

△10,300

23,779

199,020

52,525

275,324

（単位：千円）

（単位：千円）

合 計

△2,436
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区 分 説 明

給 料 △ 2,790 そ の 他 の 増 減 △ 2,790

職員手当 △ 8,622 そ の 他 の 増 減 △ 8,622

（単位：千円）

その他の増減

備 考

その他の増減

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳増 減 額
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ウ

級

ア

( ) ( 0.0 ) ( ) ( 0.0 ) ( ) ( 0.0 )
24 10.0 3 6.1

( 40 ) ( 100.0 ) ( 0.0 ) ( 0.0 ) ( ) ( )
19 7.9 6 12.2

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
70 29.0 5 38.4 23 47.0

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
68 28.2 4 30.8 10 20.4

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
33 13.7 4 30.8 3 6.1

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
22 9.1 3 6.1

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
5 2.1 1 2.1

( 40 ) ( 100.0 ) ( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )
241 100.0 13 100.0 49 100.0

( ) ( 0.0 ) ( ) ( 0.0 ) ( ) ( 0.0 )
31 12.9 3 6.1

( 40 ) ( 100.0 ) ( 0.0 ) ( 0.0 ) ( ) ( )
20 8.3 6 12.2

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
64 26.6 6 46.1 24 49.0

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
70 29.0 5 38.5 9 18.4

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
29 12.0 2 15.4 3 6.1

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
22 9.1 3 6.1

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
5 2.1 1 2.1

( 40 ) ( 100.0 ) ( 0 ) ( 0.0 ) ( 0 ) ( 0.0 )
241 100.0 13 100.0 49 100.0

イ

7級

左以外の職員

左以外の職員

主査幹 係長・主査

係長・主査課長・主幹

24 年 2 月 平均給与月額(円） 362,084日 現在 370,592 442,052

平均給料月額(円） 324,134 352,010 313,734

区 分 一般行政職 技能労務職 消 防 職

24 年 2 月

現

技 能 労 務 職

一 般 行 政 職 部長・参事

5 級

23 年 11 月 3 級

39.2
1 級

4 級

5 級

4 級

1 日

（３） 級　　別　　職　　員　　数

7 級

計

構成比

2 級

給料及び職員手当の状況

職　員　1　人　当　た　り　給　与

区 分

1

平 均 年 齢 (歳）

6 級

7 級

（ 単 位 ： 円 ）

38.9

技 能 労 務 職

（　　）は再任用職員の人数

6級

354,468

42.4

341,114

現 在

172,200

155,700

185,800

消 防 職

144,500高 校 卒

大 学 卒

144,500

172,200

平 均 年 齢 (歳）

308,803平均給料月額(円）

平均給与月額(円） 393,231日 現在

319,437 323,260

45.9

42.6 46.2

区 分 一 般 行 政 職

23 年 11

初 任 給

月 1

（単位：人）

％

技 能 労 務 職

職員数 構成比職員数

消 防 職

職員数 構成比

％

一 般 行 政 職

％

2 級

6 級

1 級

1 日

在

3 級

2・1級5級 4級

(級別の標準的な職務内容）

3級区 分

計

消 防 職 消防長・参事
次長
課長
主幹

課長補佐 左以外の職員

課長補佐
参事補
主査幹

主査

主査

係長・主査 主査
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職制上の段階職務の

級等による加算措置

( ( ) ( 2.10 )

3.95

( ( ) ( 2.10 )

3.95

( ( ) ( 2.10 )

3.95

国 の 制 度
( 支 給 率 等 ）

20年勤続の者

支 給 率 等

0.975 )

1.90

)

1.90

1.125

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

2.05

21.5

1.125

(月分）

　カ　　指　定　勤　務　手　当

30.550

30.550

有

有

有

　キ　　そ　の　他　の　手　当

同 じ

一 部 異 な る

扶 養 手 当

住 居 手 当

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

制度なし 制 度 な し

特 別 昇 給
35年勤続の者

41.340

制 度 な し59.280

59.280

　エ　　期末手当・勤勉手当

補 正 後

補 正 前

国 の 制 度

区 分

1.90

支 給 期 別 支 給 率

　6月　　(月分） 12月　　(月分）

0.975

備 考

(月分）
最 高 限 度 

(月分）
25年勤続の者

(月分）

　オ　　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分

支給率計　(月分）

0.975

 の 名 称

全　　　職　　　種区         分

給与総額に対する比率（％）

ケースワーカー手当等

59.280

5km以上8km未満 4,100円

持家　無支給

2.05

) 1.125

制度なし

そ の 他 の 退  職  時

2.05

備 考

0.50

加 算 措 置 等

通 勤 手 当 一 部 異 な る
2km以上5km未満    2,000円
5km以上10km未満　 4,100円

差 異 の 内 容
中　　　間　　　市

8km以上10km未満 4,500円

持家　2,500円

41.340

代 表 的 な 指 定 勤 務 手 当
（ 24 年 2 月 １ 日 現 在 ）

2km以上5km未満　   2,300円

59.280

国
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